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論文内容の要旨
本論文では，環境を通じた世代間の外部不経済の要因を考察し，その解決策としての環境政策を提示する。
第 1 章では，環境を通じた世代間の外部不経済をもたらす 2 つの要因を指摘する。第 1 の要因は，各世代の近視眼
的な経済活動である o 各世代の経済活動による環境への影響は，森林破壊や地球温暖化に代表されるように，その世
代が生涯を終えて以降も残存する。将来世代は，現在世代の経済活動によって悪化した環境を否応無しに受け入れな
ければならないため，将来世代への影響も考慮した現在世代の経済活動が要求される o しかし，現在世代は将来の環
境悪化が自らにふりかからないため，抑制する誘因を持たない。よって，現在世代の経済活動は過大となり，環境を
通じて将来世代に外部不経済をもたらす。第 2 の要因は，環境政策に関する国際間の対立である。将来にわたる地球
環境保護の観点から国際的な協調が現在望まれている。しかし，実際は各国の利害対立が生じ，長期的に望ましい環
境政策の実施が困難となっている O このような対立によって現在の環境政策が不十分となり，環境破壊がすすんで将
来世代は悪化した環境を受け入れることになる。本章では，第 1 の要因を考慮した理論モデルに基づ、く第 2 ， 3 章の
分析と，第 2 の要因を考慮した理論モデルに基づく第 4 ， 5 章の分析について，先行研究との関連性を指摘しながら，
分析の特徴，結果，政策的含意について展望する D
第 2 章では，一世代が若年期と老年期の二期間を生きる世代重複モデルに消費による世代間の外部不経済を導入し
た経済を描写する。競争均衡において社会的に望ましい配分が達成されないことを示した上で，消費による外部不経
済を内部化するための消費税を含めた課税・移転制度を導入し，競争均衡における最適配分の達成を目指すD この章
では，若・老年世代に同一の消費税率を課す課税・移転制度のもとで最適配分は達成されず，老年世代の消費税率を
若年世代の消費税率よりも高くすることが必要である，ということが示されるO これは，若年世代は自らが享受する
老年期の環境水準への影響も考慮して消費を抑制するのに対し，老年世代はそのような消費抑制の誘因を持たないこ
とによる。この結果は，外部不経済の内部化を目的としたピグー税を課す際，世代による行動の違いを考慮すること
が必要であるという政策的含意を持つ。
第 3 章では，定常状態に限定していた第 2 章の分析を拡張し，定常均衡に向かう均衡経路上の各世代の厚生評価を
含めた環境政策を提示する o 均衡経路も含めた規範的分析を行う際，その基準として，将来世代の効用を割りヲ|いて
合計した社会的厚生関数がしばしば用いられる D しかしながら，このような厚生関数は将来世代を低く評価している
ため，仮に社会的厚生関数が最大化される政策が実施されたとしても，遠い将来世代は競争均衡よりも厚生が悪化す
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る可能性がある。このような可能性を回避するため，本章では上述のような厚生関数に依存せず，現在から将来無限
にわたるすべての世代の効用を厳密に増大させるような環境政策の提示を目指す。はじめに，すべての世代の効用が
厳密に改善される配分が存在することを示し，さらにそのような配分が課税・移転制度によって競争均衡配分として
達成されることを示す。
第 4 章では，国際公共財としての環境を 2 国が共有する経済を考える。各国は，自国の所得の一部を消費し，残り
を環境改善投資にまわす。ただし，消費は環境を悪化させるものとする。ここでは，一方の国は所得水準が高く環境
投資を行っており，他方は所得水準が低く環境投資を行っていないと想定する(前者は先進国，後者は途上国)。本
章の目的は， 2 国間の所得移転が各国の行動にどのような影響を与え，その結果，環境水準がどのように変化するか
を見ることにある。本章では， もし途上国の排出規制技術が十分機能していなければ，先進国から途上国への所得移
転によって途上国の消費が増大して環境への負の効果が大きくあらわれ，その結果，地球全体の環境水準が低下する
ことが示される。この結果は， ODA に代表されるような途上国への所得移転を行う際，環境アセスメントの付帯が
地球環境保護の観点から重要である，ということを示唆する o
第 5 章では，前章のモデ、ルを世代重複モデ、ルに拡張し，環境改善を目指した 2 国間の所得移転が長期的にどのよう
な影響をもたらすかを考察する o 本章では， 2 国間の所得移転によって，環境投資を行わない国が環境保護活動を行
うようになり短期的に環境が改善したとしても，その効果は長期には消滅することが示される。これは，将来各世代
が改善された環境を受けて，環境維持活動の誘因を失うからである。この結果は，長期的に地球環境を維持していく
ためには，現在のみならず将来にわたって環境保護のための政策を継続していくことが重要である， ということを示
唆する o
論文審査の結果の要旨
本論文では，経済主体の消費行動が，環境に負の影響を与え，その結果世代聞の外部不経済が発生する理論モデル
を考察の対象としている。まず，世代重複モデルにおける競争均衡において社会的に望ましい配分が達成されないこ
とを示した上で，消費による外部不経済を内部化するための消費税を含めた課税・移転制度を導入することによって，
競争均衡において最適配分が達成されることを示している。
また，国際公共財としての環境を 2 国が共有する経済を分析した結果として， ODA に代表されるような途上国へ
の所得移転を行う際，環境アセスメントの付帯が地球環境保護の観点から重要であるという政策的な提言も行ってお
り，理論的な根拠を踏まえた政策提言という意味で，本論文の貢献を高めるものとなっている。
この論文のユニークな点は，均衡経路も含めた規範的分析を行う際，その基準として社会的厚生関数を使用せず，
現在から将来にわたるすべての世代の効用を厳密に増大させるような環境政策の提示を行っていることであるo 将来
世代の効用を割り号|し、て合計する形に代表されるような社会的厚生関数においては，遠い将来世代の効用を割り引く
ことになるが，環境倫理的な立場からこのような手法を否定したことは，評価ができる点である口
環境問題に対する理論的な研究は遅れており，世代間の外部不経済の要因を動学的な視点から分析している研究は
特に数が少ない。本論文は，そのような分野に新たな展望を与えることに成功している D したがって，本論文は，博
士(経済学)の学位を授与するのに十分な価値を持つものと判断する o
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